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条例対象事業 種類 規模 見直し い 案  

 

．見直し 理由 

今後 再生可能エネ 事業 進展 拡大 見込 太陽光発電所や地熱

発電所 対象化 含 発電所等 建設事業 い 規定 整備 今後新 出現

可能性 あ 大規模 面的開発事業 環境影響評価制度 対象 う 概括的 対象 

事業 規定 新設  

 

．発電所等 建設 

ア 水力発電所 法第 種事業 」0,000ずW  

 

 

 

 

 

 

 

規模要件 考え方 水力 地熱 風力発電所 共通  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 火力発電所 法第 種事業 150,000ずW  

 

 

 

 

 

 

参考  原子力発電所 法第 種事業 規模要件 し  

    法対象事業 あ 条例 規則 規定 置 い  

資料  

� 規定 理由 

本県 ダム式 水力発電所 ダム 建設 し 貯水面積 一定規模 第 種 50ha

第 種 」0ha 場合 条例 対象 し い し し 大規模 ダム 併設し い水路

式 水力発電所 場合 対象 い 条例 対象事業 し 追加  

� 規模要件 

第 種事業 出力 15,000ずW   第 種事業 し 

� 都道府県 政 市 状況  」8 都道府県 政 市 対象 第 種平均 「0,「00ずW  

○ 第 種事業 

他自治体 法第 種事業 法 種事業 】5％規模 条例第 種事業 し い 例 比較的

多い 本県 そ 厳しく法第 種事業 50％  

面的開発事業 い 法第 種事業 規模要件 100ha あ 対し 条例第 種事業  

規模要件 50ha 設定し い  

○ 第 種事業 

本県 基準 第 種事業 設け い い 該当し い 第 種事業 設定

し い  

 道路 鉄道 法第 種事業 程度 規模要件 設定し 非常 大規模 事業種 い

法 様 第 種事業 第 種事業 規模 】5％ 設け  

 そ 外 事業 森林 区域等 特 環境 配慮 地域 行わ 面的開発事業  

規模要件 面積 規定 場合 第 種事業 森林 区域等 」0ha 設け  

 火力発電所 イ ス発電所 含 条例制定時 工場又 事業場 建設 中

電気供給業 し 排 ス 10 万㎥/時 第 種事業 場合 対象 し  

 排 ス 出力 換算 10,000～15,000ずW 相当し 法第 種事業 1/10

厳しい規模要件 設定  

 現 変更 状況 い 従来  
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ウ 地熱発電所 法第 種事業 10,000ずW  

 

 

 

 

 

 

 

エ 風力発電所 法第 種事業 10,000ずW  

 

 

 

 

 

 

 

 

  太陽光発電所 法対象外事業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 規模要件等 考え方  

 太陽光発電所 特性 面積 大小 環境影響 主要素 出力 く面積 採用  

 面積 算定 実際 土地 形質変更 土移動 土掘削等 面積 く 厳しい算定

方法 あ 敷地全体 面積 採用  

 太陽光発電所 環境影響 ゴ フ場 ス 場 建設 工業団地 荘団地 造成 土石

採取 条例対象 い 多く 面的開発事業 基本的 等 断し 第 種事業 50ha

第 種事業 」0ha 基本ベ ス 規模要件  

 第 種事業 い 観点 」0ha 厳しい規模要件。＝「0ha) 設定  

) 森林等 区域 環境 保全 特 配慮 必要 あ わ ■ 土地価格 低い

や ■ 傾斜 利用し ネ 設置 可能 あ 太陽光発電事業 進出しや い地域

あ 他 面的開発事業 厳しい規模要件 し 環境配慮 促 必要 あ  

� 規定 理由 

 太陽光発電所 中 大規模 動植物や景観 影響 懸念 あ  

環境影響評価制度 適用し 環境 配慮し 事業 必要 あ  

 法 対象外 し い 多く 自治体 「【 道府県 1」 政 市 対象 し い  

� 規模要件 

第 種事業 敷地 面積 50ha  

第 種事業 森林 区域等 け 敷地 面積 「0ha  

� 面積 算定方法 

太陽光 ネ 設置 部分 面積 ほ 調整池 残置森林 場内通路 駐車場 事務

所用地等 含 敷地全体 面積  

� 規定 理由 

法及び多く 都道府県 政 市 対象事業 し 火山 多い県内 い 建設   

考え 条例 対象事業 し 追加  

� 規模要件 

第 種事業 出力 5,000ずW   第 種事業 し 

� 都道府県 政 市 状況 「5 都道府県 ７政 市 対象 第 種平均 】,100ずW  

� 規定 理由 

風力発電所 法対象事業 追加。H「4) 条例。H19 追加) 対象事業 規模 一

法 条例 一体的 用 確保 う 条例 規模要件 見直し 行う  

� 規模要件 変更 

第 種事業 出力 10,000ずW  ⇒ 出力 5,000ずW  

第 種事業 し 変更 し  

� 都道府県 政 市 状況 「9 道府県 14 政 市 対象 第 種平均 5,「00ずW  
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近県 数値。埼玉 第 種事業 「0ha 山梨 第 種事業 」0ha 第 種事業 15ha 岐阜 第

種事業 「0ha) ２W 太陽光発電事業 平均的 面積。全国 「0ha 長 県 「」ha)※等 参考

第 種事業 い 「0ha ※ 資源エネルギー庁 固定価格買取制度公表デ

ータ H26 年 11 月現在 1MW＝1ha 仮定し 算出  

太陽光発電事業 他 事業 比 事業 分割実施 容易 あ 規模 小

い 対象化 アセス逃 防 断  

参考 太陽光発電事業 アセス 対象 し い 都道府県 政 市 」8 自治体 状況 

区 分 
都道府県 政 市 平均 

第 種 第 種 第 種 第 種 第 種 第 種 

敷地面積 15 自治体  
49 ha 

。「0～】5) 

」」 ha 

。15～50) 

「5 ha 

。5～50) 

5 ha 

。5) 

44 ha 

。5～】5) 

「」 ha 

。5～50) 

土地造成面積 「」 自治体  50 ha 45 ha 「】 ha  41 ha 45 ha 

  参考 県内 け 大規模太陽光発電 規模 設置状況 事前相談等 県 把握し い  

 10ha  

「0ha 未満 

「0ha  

」0ha 未満 

」0ha  

40ha 未満 

40ha  

50ha 未満 

50ha  

100ha 未満 
100ha  

稼働件数       

計画件数       

   ※  内 数値 林地に け 件数 内書 あ  

 

 送電線路 法対象外事業  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ※ 架空送電線に限 も し 地中化さ も 除外  

規模要件 考え方  

 送電線 電 他都県市 け 最 厳しい値 採用  

  第 種事業 1】 万 別 都県市 「5 万 別 県市 50 万 別 県  

  1】 万 ト 送電線 超高 送電線 し 電気事業法 基 建築物等 離隔

距離 い 厳しい基準 設定 い そ 鉄塔 高 等 大規模 景観や

動植物 影響 著しい そ あ  

 亘長 規模要件 設定し い い県 あ く短区間 高電 送電線 例 自社敷地内

建設 対象 い う配慮 適当 断し 東京都 様 ずm  

  第 種事業 亘長要件 し 県 ずm 都 10ずm 市  

 

� 規定 理由 

大規模 送電線路 複数 都道府県 設置 多く 本県 隣接  

群馬県 富山県 山梨県及び岐阜県 い 対象事業 し い 県内 い

隣接県 様 環境配慮 求 適当 断し 条例 対象事業 し 追加  

� 規模要件 

第 種事業 1】 万 ト   亘長 ずm  

第 種事業 し 

� 都道府県 政 市 状況  都県 政 市 対象 
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．事業 種類 問わ い大規模 面的開発事業 対応 

条例制定時 い 環境影響評価 対象 う 明 主眼  

想定 開発事業 種類 条例 規則 明示し そ 大規模 太陽光発電事業   

当時想定 事業 対象外 い  

し し 土地造成 伴う 50ha 規模 森林等 区域 あ 」0ha 大規模 開発  

事業 い 工事終了後 用途 如何 問わ 一定 環境影響 想定 今回

条例改 機 概括的 対象事業 規定 新設  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

規模要件等 考え方  

 事業種類 明示し 多様 開発形態 考え 土地 形質変更 ほ 行

わ い事業 該当 可能性 あ 工作物 用 供 土地造成 対象事業

一定 土地 形質変更 行わ 担保  

例え 農地改良事業 ほ場整備 につい 工作物 設置を目的 し 農用地を

農用地 し 整備 換地 事業 主 あ こ 通常 対象事業 除  

 具体的 環境影響 程度 想定 い ゴ フ場 ス 場 建設 工業団地 荘団

地 造成 条例対象 い 多く 面的開発事業 様 第 種事業 50ha 第

種事業 」0ha 規模要件  

 様 多様 開発形態 想定 事業 あ 動競技場 園地そ 他 ス ツ

又 エ ション施設 設置 い 第 種事業 規模要件 敷地面積 」0ha

土地 形質 変更 面積 10ha し い 本事業 土地 形質変更 面積

規定し い  

 面積 算定 工業団地 造成 他 条例対象 造成事業 様 造成後 土地 緑地

道路等 一団 土地 敷地面積 算定  

 

 

参考 環境影響評価法 

政 い 宅地 造成 事業 定 宅地 農用地 森林及び原 用

供 場合 外 幅広い用途 含 。独)都市再生機構又 。独)中小企業基盤整備機構

実施 事業 限定し い 第 種事業 100ha 第 種事業 】5ha  

 

� 対象事業  工作物 用 供 一団 土地 造成  

� 規模要件 

  第 種事業 一団 土地 面積 50ha  

第 種事業 森林 区域等 け 一団 土地 面積 」0ha  

� 面積 算定方法 

造成後 何 工作物 用 供 土地 緑地 道路等 一団 土地 敷地面積 算定 

� 都道府県 政 市 状況  15 道府県 1」 政 市 対象 

             第 種平均 」4ha 第 種平均 「1ha  


